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１.企業属性情報 

（1）主要事業内容 

○主要事業内容（単数回答）は、「卸売・小売業」（21.5％）が最も多く、以下、「サービス業」

(18.5%)、「製造業」(17.5%)が上位を占め、これらに「建設業」(8.3%)、「情報通信業」(8.2%)、

「医療・福祉」(8.1%)が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

（2）事業年数 

○創業からの事業年数は、「31年以上」が 67.5%と全体の 7割 

  をやや下回る。 

続く「21～30 年」(14.2%)、「11～20 年」(13.4%)はそれぞ 

れ全体の 1割を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

創業からの事業年数(N=4381)

11～20年

13.4%

21～30年

14.2%

31年以上

67.5%

6～10年

3.4%

1～5年

0.5%
不明

1.1%

主要事業内容(N=4381)

8.3%

17.5%

8.2%

6.1%

21.5%

2.0%

2.5%

2.3%

8.1%

2.9%

18.5%

2.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他
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（3）正社員数 

○企業全体の正社員数は、「30～99 人」(54.1%)が最も多く、 

これに「100～299 人」(23.8%)、「29 人以下」(17.5%)が 

続いている。 

 

 

 

 

 

 

○主要事業内容別にみると、「100～299 人」は「金融・保険業」（43.7%）と「運輸業」（35.7%）、

「29人以下」は「飲食店・宿泊業」（48.5%）で他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

企業全体の正社員数（主要事業内容別）

17.5

17.1

10.8

11.5

12.3

19.5

8.0

20.2

48.5

19.2

17.6

22.1

16.2

54.1

63.4

58.8

58.7

46.1

56.3

42.5

50.5

33.3

48.7

49.6

50.4

60.6

23.8

16.8

25.8

25.1

35.7

20.1

43.7

26.6

17.2

25.6

30.4

22.3

16.2

3.3

1.7

3.7

3.4

3.7

2.8

5.7

1.8

3.4

1.6

4.2

7.1

2.2

3.1

-

-

1.0

0.8

1.0

0.9

-

1.4

1.4

0.9

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

29人以下 30～99人 100～299人 300～499人 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

企業全体の正社員数(N=4381)

29人以下
17.5%

30～99人
54.1%

不明
1.3%

300～499人
3.3%

100～299人
23.8%



第 2章 高年齢者雇用安定法改正に関する調査結果 

 - 11 - 

（4）非正社員比率 

○企業全体の非正社員比率は、「10％以下」が 38.8%と最も多く、 

以下、「51％以上」(23.7%)、「11～30％」(23.5%)となってい 

る。 

 

 

 

 

 

 

○主要事業内容別にみると、「10％以下」は「情報通信業」（59.5%）と「建設業」（55.1%）で多

く、一方、「31％～50％」と「51％以上」を合わせた「31％以上」は「飲食店・宿泊業」（71.7%）

「教育・学習支援業」（62.4%）「医療・福祉」（55.5%）で他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業全体の非正社員比率（主要事業内容別）

38.8

55.1

39.9

59.5

34.6

42.7

48.3

35.8

11.1

12.7

12.0

36.3

43.4

23.5

21.2

29.2

15.9

26.4

22.2

26.4

23.9

15.2

30.4

24.8

20.7

23.2

12.6

7.4

11.9

8.4

13.8

10.5

14.9

11.0

22.2

25.9

24.0

10.5

13.1

23.7

15.2

17.8

15.6

23.4

23.1

8.0

27.5

49.5

29.6

38.4

30.9

20.2

2.3

-

1.6

0.8

1.4

2.0

1.8

1.5

1.9

0.6

1.3

1.1

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

10％以下 11～30％ 31～50％ 51％以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

企業全体の非正社員比率(N=4381)

31～50％
12.6%

51％以上
23.7%

不明
1.4%

11～30％
23.5%

10％以下
38.8%
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（5）最も多い従業員の職種 

○各企業において最も多い従業員の職種は、「営業」(22.1%)、 

「技能・生産」(20.9%)、「技術」(18.6%)がそれぞれ全体の 2割 

前後と多く、「専門」(13.6%)、「事務」(10.0％)が 1 割程度を 

占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主要事業内容別にみると、「営業」は「卸売・小売業」（59.0%）と「不動産業」（46.8%）、「技

能・生産」は「製造業」（74.6%）、「技術」は「建設業」（58.7%）と「情報通信業」（56.4%）、

「専門」は「医療・福祉」（68.7%）と「教育・学習支援業」（51.2%）、「事務」は「金融・保

険業」（67.8%）でそれぞれ他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最も多い従業員の職種（主要事業内容別）

10.0

4.1

2.4

5.9

11.5

11.1

67.8

14.7

6.2

16.0

10.6

43.4

22.1

10.7

9.4

8.7

7.1

59.0

21.8

46.8

19.2

2.4

18.0

12.1

18.6

58.7

9.4

56.4

3.7

5.3

8.3

4.0

3.7

28.5

12.1

20.9

19.3

74.6

5.9

16.0

8.2

3.7

11.1

2.4

12.1

11.1

13.6

2.8

17.6

9.3

3.1

6.4

13.1

68.7

51.2

14.1

13.1

13.2

3.0

1.8

5.0

49.1

12.1

19.3

49.5

17.2

26.4

14.3

7.1

3.3

3.0

2.3

-

0.8

0.8

-

1.4

1.1

1.4

1.1

2.3 5.7

2.0

1.0

0.8

0.9

1.2

0.6

0.9

1.4

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

事務　 営業 技術 技能・生産 専門 その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

最も多い従業員の職種(N=4381)

不明
1.6%

その他
13.2%

事務
10.0%

営業
22.1%

専門
13.6%

技能・生産
20.9%

技術
18.6%
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（6）従業員の平均年齢 

○従業員の平均年齢は、「40～49 歳」(52.6%)が最も多く、 

「30～39 歳」(31.6%)と合わせて 30 代・40代で全体の 

8 割以上を占めている。「50～54 歳」(6.8%)と「55～59 

歳」(3.6%)を合わせた 50代は約 1割、「60～64 歳」 

(1.5%)と「65歳以上」(0.5%)を合わせた 60歳以上は 

2.0％となっている。 

 

 

 

（7）高年齢者比率 

○高年齢者比率（全従業員のうち、55歳以上の従業員が 

占める割合）は、「11～30％」(41.2%)が最も多く、以 

下、「10％以下」(37.3%)、「31～50％」(12.0%)となって 

いる。 

   

 

 

 

 

○主要事業内容別にみると、「情報通信業」と「飲食店・宿泊業」では「10%以下」が最も多く、

それぞれ「情報通信業」（77.9%）、「飲食店・宿泊業」（52.5%）で、高年齢者の比率が低くな

っている。「不動産業」と｢運輸業｣では「71%以上」が他の業種よりも多く、それぞれ「不動

産業」12.8%、｢運輸業｣8.2％と、高年齢者の比率が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の平均年齢(N=4381)
不明

1.4%

40～49歳

52.6%

50～54歳

6.8%

55～59歳

3.6%
30～39歳

31.6%

20～29歳

1.9%
60～64歳

1.5%

65歳以上

0.5%

高年齢者比率(N=4381)

31～50％
12.0%

51～70％
5.2%

71％以上
2.4%

11～30％
41.2%

10％以下
37.3%

不明
2.0%

高年齢者比率（主要事業内容別）

37.3

22.9

27.3

77.9

21.6

40.9

36.8

32.1

52.5

24.8

24.8

43.6

28.3

41.2

51.0

56.1

17.3

38.3

45.3

51.7

23.9

27.3

47.3

48.8

28.8

38.4

12.0

20.9

11.6

2.2

18.6

8.1

8.0

18.3

7.1

14.9

21.6

12.1

13.1

5.2

3.6

2.6

10.8

3.4

2.3

9.2

7.1

8.5

8.8

11.1

2.4

8.2

12.8

2.0

2.0

5.1

6.1

2.6

3.7

4.0

3.0

1.6

0.8

0.8

-

0.3

0.6

0.8

-

2.0

1.7

2.5

2.4

1.1

2.0

1.1

1.6

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

10％以下 11～30％ 31～50％ 51～70％ 71％以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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（8）労働組合の有無 

○労働組合のある企業は 13.7%と、全体の 1割を上回る程度で 

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働組合の有無(N=4381)

あり

13.7%

なし

85.7%

不明

0.6%
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２.高年齢者雇用安定法改正の認知度 

○高年齢者雇用安定法改正の認知度は、「法改正があったことを知っており、内容もおおよそ知

っている」が 75.5%、「法改正があったことを知っているが、内容は詳しく知らない」が 17.7%、

「法改正があったことを知っている（認知度不明）」が 0.8％、「法改正があったことを知ら

なかった」が 4.0%となっている。 

「法改正があったことを知っており、内容もおおよそ知っている」、「法改正があったことを

知っているが、内容は詳しく知らない」と「法改正があったことを知っている（認知度不明）」

の合計は 94.0%となり、高年齢者雇用安定法の改正があったことは概ね認知されている。 

○主要事業内容別にみると、「金融・保険業」では「法改正があったことを知っており、内容も

おおよそ知っている」が 88.5%で最も多くなっている。一方、「飲食店・宿泊業」は「法改正

があったことを知っており、内容もおおよそ知っている」が 48.5%で他の業種よりも少なく、

「法改正があったことを知らなかった」が 14.1%、「高年齢者雇用安定法のことを知らなかっ

た」が 9.1％と他の業種よりも多いことから、認知度が低くなっている。 

 

 

 

高年齢者雇用安定法改正の認知度（主要事業内容別）

75.5

70.0

79.6

80.4

77.7

75.4

88.5

75.2

48.5

73.5

74.4

73.5

81.8

17.7

21.8

15.3

12.8

16.0

17.9

10.3

22.0

26.3

20.8

17.6

19.0

11.1

4.0

5.5

4.2

4.8

14.1

3.4

4.8

4.9

9.1

0.8

0.3

1.0

0.8

0.6

0.9

0.9

0.9

1.0

1.7

0.7

0.4

-

3.0

1.7

0.9

-

4.1

2.0

0.9

1.7

1.7

1.7

0.8

0.4

1.6

1.1

1.4

1.7

1.9

-

-

0.1

0.3

0.1

-

-

-

-

-

0.8

-

-

0.3

0.6

0.7

1.0

-

0.4

-

1.0

-

-

0.4

0.2

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

法改正があったことを知っており、内容もおおよそ知っている 法改正があったことを知っているが、内容は詳しく知らない

法改正があったことを知っている（認知度不明） 法改正があったことを知らなかった

高年齢者雇用安定法のことを知らなかった その他

不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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３.法改正に伴い対応したこと 

（1）法改正に伴い対応したことの有無 

○法改正があったことを知っている 4,114 社のうち、法改正に伴って「対応していることがあ

る」とする企業は 66.1％である。 

○主要事業内容別にみると、「金融・保険業」では 80.2%が「対応していることがある」と回答

しているのに対し、「教育・学習支援業」では 56.0%、「飲食店・宿泊業」では 58.7%と、他の

業種よりも少なくなっている。 

○高年齢者比率別にみると、高年齢者比率が高い方が「対応していることがある」が少なくな

る傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正に伴い対応したことの有無（主要事業内容別）

66.1

62.3

68.3

64.1

63.0

70.7

80.2

72.0

58.7

61.1

56.0

63.5

73.1

33.0

36.2

31.1

35.3

35.4

28.5

19.8

27.1

38.7

37.4

44.0

35.4

26.9

2.7

-

1.1

-

1.5

0.9

1.5

0.5

0.6

1.6

0.8

-

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜主要事業内容別＞

建設業(334)

製造業(733)

情報通信業(340)

運輸業(254)

卸売・小売業(883)

金融・保険業(86)

不動産業(107)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(337)

教育・学習支援業(116)

サービス業(756)

その他(93)

対応していることがある 対応していることはない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

改正に伴い対応したことの有無（高年齢者比率別）

66.1

67.1

67.9

64.9

53.4

55.8

33.0

31.7

31.6

34.3

44.7

43.2 1.1

1.9

0.8

0.5

1.2

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜高年齢者比率別＞

10％以下(1516)

11～30％(1729)

31～50％(490)

51～70％(206)

71％以上(95)

対応していることがある 対応していることはない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く
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（2）法改正に伴い対応した内容 

○法改正に伴って｢対応していることがある｣2,720 社において、実際に対応していること（複

数回答）は、「継続雇用制度の制度導入、改善」(77.3%)が最も多く、「定年年齢・継続雇用上

限年齢や選考基準等、現在の制度について見直し」（44.3%）が続いている。 

○主要事業内容別にみると、「健康・安全への対応」は、「建設業」（24.0%）、「運輸業」（28.1%）

で他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際に対応していること　＜複数回答＞
全体（N=2720）

77.3%

13.9%

6.9%

13.8%

22.2%

3.1%

3.6%

7.3%

12.1%

44.3%

1.9%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

建設業（N=208）

81.3%

12.0%

10.6%

14.4%

28.4%

7.2%

6.7%

8.2%

24.0%

42.8%

1.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

製造業（N=501）

78.4%

16.2%

7.4%

16.2%

25.0%

4.6%

4.4%

6.4%

13.4%

47.1%

2.4%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

情報通信業（N=218）

81.2%

12.8%

4.6%

8.7%

16.5%

0.9%

2.3%

5.0%

5.0%

48.2%

1.8%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業（N=160）

78.8%

13.1%

11.3%

18.1%

25.0%

2.5%

3.1%

10.0%

28.1%

44.4%

1.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

卸売・小売業（N=624）

77.9%

13.3%

7.7%

13.1%

23.2%

2.4%

3.2%

7.4%

8.7%

43.3%

0.8%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融・保険業（N=69）

79.7%

14.5%

2.9%

11.6%

14.5%

5.8%

1.4%

46.4%

1.4%

1.4%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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（3）対応していない理由 

○法改正に伴い｢対応していることはない｣1,356 社において、対応していない理由（複数回答）

は、「既存のルールで対応可能だった」(76.6%)が最も多く、「現在、検討している」（19.7%）

が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応していない理由　＜複数回答＞
全体（N=1356）

76.6%

19.7%

1.0%

2.3%

4.1%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

不動産業（N=77）

70.1%

13.0%

3.9%

9.1%

20.8%

2.6%

6.5%

11.7%

41.6%

1.3%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

飲食店・宿泊業（N=44）

72.7%

11.4%

4.5%

18.2%

29.5%

4.5%

2.3%

11.4%

18.2%

34.1%

2.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

医療・福祉（N=206）

77.7%

12.6%

5.8%

13.6%

15.5%

2.4%

2.9%

5.8%

7.8%

45.6%

2.9%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業（N=65）

72.3%

10.8%

9.2%

15.4%

18.5%

1.5%

1.5%

7.7%

4.6%

36.9%

1.5%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

サービス業（N=480）

71.9%

14.0%

5.0%

13.1%

20.0%

3.5%

4.2%

7.9%

12.7%

43.3%

2.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他（N=68）

85.3%

22.1%

7.4%

13.2%

29.4%

2.9%

10.3%

4.4%

41.2%

1.5%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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建設業（N=121）

83.5%

15.7%

0.8%

0.8%

3.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

製造業（N=228）

82.9%

16.2%

0.9%

1.8%

1.8%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

情報通信業（N=120）

63.3%

27.5%

0.8%

4.2%

9.2%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業（N=90）

85.6%

14.4%

2.2%

5.6%

2.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

卸売・小売業（N=252）

75.0%

24.2%

0.8%

1.6%

3.2%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融・保険業（N=17）

94.1%

5.9%

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

不動産業（N=29）

75.9%

24.1%

3.4%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

飲食店・宿泊業（N=29）

69.0%

27.6%

3.4%

3.4%

3.4%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医療・福祉（N=126）

74.6%

19.0%

0.8%

2.4%

4.0%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業（N=51）

84.3%

15.7%

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

サービス業（N=268）

73.1%

19.4%

1.9%

3.4%

5.2%

1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他（N=25）

64.0%

20.0%

12.0%

4.0%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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４.経過措置 

（1）経過措置の認知度 

○法改正があったことを知っている4,114社のうち、「12年間の経過措置について知っており、

内容もおおよそわかる」とする企業は 51.0％、「12 年間の経過措置については知っているが、

内容は詳しく知らない」は 22.8％と、経過措置について知っている企業は合わせて 73.8％に

及んでいる。 

○正社員数別にみると、「12 年間の経過措置について知っており、内容もおおよそわかる」は、

「300～499 人」（71.3%）、「100～299 人」（64.3%）で、他の規模よりも多くみられ、100 人以

上の企業での認知度が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12年間の経過措置認知度（主要事業内容別）

51.0

50.0

51.3

57.1

53.5

51.4

73.3

55.1

33.3

41.2

47.4

48.7

65.6

22.8

21.6

22.9

17.4

24.0

22.0

16.3

18.7

30.7

27.0

20.7

26.1

15.1

23.5

24.0

23.7

22.4

20.5

24.0

9.3

24.3

36.0

27.9

31.0

22.4

15.1

2.7

4.5

3.2

2.6

3.9

2.9

4.3

0.9

-

1.9

1.2

2.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜主要事業内容別＞

建設業(334)

製造業(733)

情報通信業(340)

運輸業(254)

卸売・小売業(883)

金融・保険業(86)

不動産業(107)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(337)

教育・学習支援業(116)

サービス業(756)

その他(93)

12年間の経過措置について知っており、内容もおおよそわかる
12年間の経過措置については知っているが、内容は詳しく知らない
12年間の経過措置については知らない
不明

 ※ ( 　)内はＮ数

12年間の経過措置認知度（正社員数別）

51.0

30.7

50.0

64.3

71.3

22.8

29.4

22.8

18.7

15.4

23.5

34.9

24.4

16.0

11.9

5.0

2.7

1.1

2.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜正社員数別＞

29人以下(636)

30～99人(2255)

100～299人(1027)

300～499人(143)

12年間の経過措置について知っており、内容もおおよそわかる
12年間の経過措置については知っているが、内容は詳しく知らない
12年間の経過措置については知らない
不明

 ※ ( 　)内はＮ数

12年間の経過措置認知度（労働組合有無別）

51.0

65.7

48.5

22.8

18.4

23.5

23.5

15.4

24.8

2.7

0.5

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜労働組合有無別＞

あり(591)

なし(3500)

12年間の経過措置について知っており、内容もおおよそわかる
12年間の経過措置については知っているが、内容は詳しく知らない
12年間の経過措置については知らない
不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（2）経過措置の利用状況 

○「12 年間の経過措置について知っており、内容もおおよそわかる」2,097 社のうち、「12 年

間の経過措置を利用している」企業は 61.6％となっており、「経過措置について知っており、

内容もおおよそわかる」企業の約 6割を占める。 

○12 年間の経過措置利用状況を主要事業内容別に見ると、「金融・保険業」と「製造業」では

「12年間の経過措置を利用している」が他の業種よりも多く、それぞれ「金融・保険業」（69.8%）、

「製造業」（67.6%）となっている。逆に、「教育・学習支援業」（45.5%）と「飲食店・宿泊業」

（48.0%）は他の業種よりも少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12年間の経過措置利用状況（主要事業内容別）

61.6

56.3

67.6

58.8

66.2

65.4

69.8

62.7

48.0

54.0

45.5

57.6

60.7

37.3

40.7

31.1

40.2

33.1

33.3

30.2

37.3

52.0

46.0

52.7

41.3

39.3

3.0

-

1.1

1.8

-

-

-

-

1.3

0.7

1.0

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(2097)

＜主要事業内容別＞

建設業(167)

製造業(376)

情報通信業(194)

運輸業(136)

卸売・小売業(454)

金融・保険業(63)

不動産業(59)

飲食店・宿泊業(25)

医療・福祉(139)

教育・学習支援業(55)

サービス業(368)

その他(61)

12年間の経過措置を利用している 12年間の経過措置を利用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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（2）-1 経過措置を利用している理由 

○「12 年間の経過措置を利用している」1,291 社において、経過措置を利用している理由（単

数回答）は、「労使で決めた基準を遵守したい」(68.3%)が最も多く、次いで「やはり希望者

全員を継続雇用することには抵抗がある」（25.3%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用している理由（主要事業内容別）

68.3

71.3

66.9

63.2

68.9

69.0

81.8

70.3

58.3

66.7

80.0

66.5

70.3

25.3

25.5

28.7

28.9

27.8

24.2

13.6

24.3

33.3

21.3

12.0

26.9

13.5

8.3

5.0

3.9

6.1

3.3

5.4

4.5

5.4

8.0

4.0

5.7

10.8

4.0

4.0

5.4

-

0.5

-

-

-

-

1.3

-

1.8

0.4

1.1

0.8

2.1

-

0.5

-

-

-

-

-

-

-

-

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1291)

＜主要事業内容別＞

建設業(94)

製造業(254)

情報通信業(114)

運輸業(90)

卸売・小売業(297)

金融・保険業(44)

不動産業(37)

飲食店・宿泊業(12)

医療・福祉(75)

教育・学習支援業(25)

サービス業(212)

その他(37)

労使で決めた基準を遵守したい やはり希望者全員を継続雇用することには抵抗がある

できれば継続雇用したくない その他

不明



第 2章 高年齢者雇用安定法改正に関する調査結果 

 - 23 - 

（2）-2 経過措置を利用していない理由 

○法改正及び 12 年間の経過措置の内容について知っており、12 年間の経過措置を利用してい

ない 782 社において、12 年間の経過措置を利用していない理由（単数回答）は、「そもそも

難しい基準ではなかった」(44.1%)が最も多く、次いで「当面対象者がいないので経過措置を

設ける意味がなかった」（27.5%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.指針の認知度 

○法改正について知っており、12年間の経過措置の内容についても知っている 2,097 社におい

て、「高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針」に関して、「指針のことを知って

おり、内容についても知っている」は 75.3%、「指針のことは知っているが、内容については

詳しく知らない」は 17.6%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用していない理由（主要事業内容別）

44.1

51.5

55.6

29.5

46.7

46.4

47.4

54.5

7.7

40.6

44.8

41.4

29.2

6.6

5.9

12.8

6.4

8.9

7.9

4.5

4.7

3.4

3.3

8.3

27.5

14.7

15.4

50.0

20.0

23.8

21.1

22.7

53.8

23.4

13.8

40.1

29.2

6.4

14.7

6.0

6.7

5.3

4.5

23.1

12.5

3.9

12.5

13.6

13.2

8.5

11.5

15.6

13.9

26.3

13.6

7.7

17.2

31.0

10.5

20.8

2.2

2.6

5.3

7.7

6.9

-

-

-

-

1.3

-

0.7

1.6

-

1.3

1.7

-

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(782)

＜主要事業内容別＞

建設業(68)

製造業(117)

情報通信業(78)

運輸業(45)

卸売・小売業(151)

金融・保険業(19)

不動産業(22)

飲食店・宿泊業(13)

医療・福祉(64)

教育・学習支援業(29)

サービス業(152)

その他(24)

そもそも難しい基準ではなかった 既存の基準が形骸化していた

当面対象者がいないので経過措置を設ける意味がなかった 人材を確保したかった

その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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６.定年制・継続雇用の利用実態 

（1）定年制の利用状況 

○「定年制を採用している」企業は、95.9％と大半を占める。 

○主要事業内容別にみると、「飲食店・宿泊業」では「定年制を採用している」が 75.8%で他の

業種よりも少なくなっている。 

○高年齢者比率別にみると、「71％以上」では「定年制を採用している」が 85.6%で他の比率よ

りも少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年制の採用実態（主要事業内容別）

95.9

90.9

98.7

97.2

98.5

96.3

100.0

97.2

75.8

96.3

96.8

95.2

96.0

4.0

9.1

2.8

3.7

2.8

24.2

3.4

3.2

4.7

4.0

-

1.5

1.3

-

0.1

-

0.3

-

-

-

-

-

-

-

-

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

定年制の採用実態（正社員数別）

95.9

86.0

97.6

99.3

97.9

4.0

13.7

2.4

2.1

0.7

-

-

-

0.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜正社員数別＞

29人以下(765)

30～99人(2372)

100～299人(1043)

300～499人(144)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

定年制の採用実態（高年齢者比率別）

95.9

94.5

98.1

96.4

91.3

85.6

4.0

5.4

3.6

8.7

13.5

1.9

1.0

-

-

-

0.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(4381)

＜高年齢者比率別＞

10％以下(1633)

11～30％(1804)

31～50％(524)

51～70％(230)

71％以上(104)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く
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（2）具体的な定年年齢 

○定年制を採用している 4,202 社において、具体的な定年年齢は、「60 歳」が 80.6%で最も多く、

次いで「65 歳」（14.4%）となっている。 

○「65歳」定年制を採用している企業は、主要事業内容別では、「教育・学習支援業」（33.9%）、

「医療・福祉」（21.9%）、「飲食店・宿泊業」（21.3%）で他の業種よりも多く、正社員数別で

は、規模が大きい企業ほど少なくなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年制の採用実態（労働組合有無別）

95.9

99.0

95.4

4.0

4.5

1.0

0.1

-

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜労働組合有無別＞

あり(601)

なし(3755)

定年制を採用している 定年制を採用していない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く

具体的な定年（主要事業内容別）

0.1

0.2

1.3

0.1

80.6

77.3

88.1

79.9

67.5

87.1

90.8

82.1

76.0

73.7

54.5

77.6

84.2

3.6

3.0

2.6

2.4

11.0

1.8

2.3

2.8

2.9

10.0

4.4

5.4

14.4

18.8

8.6

17.0

19.2

9.6

5.7

14.2

21.3

21.9

33.9

15.7

8.4

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1.1

1.2

0.8

0.9

-

0.9

1.1

1.0

1.5

0.9

0.1

0.3

0.8

1.1

1.0

0.8

0.6

1.3

-

-

0.3

0.8

-

0.5

0.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜主要事業内容別＞

建設業(330)

製造業(755)

情報通信業(348)

運輸業(265)

卸売・小売業(907)

金融・保険業(87)

不動産業(106)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(342)

教育・学習支援業(121)

サービス業(771)

その他(95)

６０歳未満 ６０歳 ６１～６４歳 ６５歳 ６６歳以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※「61～64歳」は61～64歳の%を足し上げた数値

具体的な定年（正社員数別）

80.6

72.0

81.3

83.8

87.9 4.9

14.4

22.5

14.0

10.7

6.4-

-

-

0.6

0.1

4.6

3.4

2.0

3.6

0.7

-

0.5

2.0

0.8

0.7

0.4

0.6

0.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(4202)

＜正社員数別＞

29人以下(658)

30～99人(2316)

100～299人(1036)

300～499人(141)

６０歳未満 ６０歳 ６１～６４歳 ６５歳 ６６歳以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※「61～64歳」は61～64歳の%を足し上げた数値※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（3）継続雇用制度の有無 

○定年制を採用している企業 4,202 社のうち、継続雇用制度が「ある」と回答した企業は 94.1％

を占める。 

○主要事業内容別にみると、「教育・学習支援業」では継続雇用制度が「ある」という回答が

80.2%で他の業種よりも少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用制度の有無（主要事業内容別）

94.1

96.4

97.0

89.4

95.1

95.9

92.0

93.4

93.3

94.7

80.2

92.2

95.8

5.9

3.6

3.0

10.6

4.9

4.1

8.0

6.6

6.7

5.3

19.8

7.8

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜主要事業内容別＞

建設業(330)

製造業(755)

情報通信業(348)

運輸業(265)

卸売・小売業(907)

金融・保険業(87)

不動産業(106)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(342)

教育・学習支援業(121)

サービス業(771)

その他(95)

ある ない

 ※ ( 　)内はＮ数

継続雇用制度の有無（正社員数別）

94.1

89.5

94.7

95.6

95.7

5.9

10.5

5.3

4.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜正社員数別＞

29人以下(658)

30～99人(2316)

100～299人(1036)

300～499人(141)

ある ない

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

継続雇用制度の有無（労働組合有無別）

94.1

95.6

93.9

5.9

4.4

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜労働組合有無別＞

あり(595)

なし(3583)

ある ない

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（4）平成 24年度定年退職者の有無 

○定年制があり、継続雇用制度のある 3,955 社で、「平成 24 年度に定年退職者がいた」とする

企業は 46.6％である。 

○主要事業内容別にみると、「平成 24 年度に定年退職者がいた」企業は、「情報通信業」（28.0%）、

「飲食店・宿泊業」（31.4%）で他の業種よりも少なくなっている。 

○正社員数別にみると、規模が小さくなるほど「平成 24 年度に定年退職者がいた」企業が少な

くなる傾向が顕著で、「29 人以下」では 24.6%となっている。 

○労働組合有無別にみると、労働組合がある企業の方が「平成 24 年度に定年退職者がいた」企

業は 68.4%と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年度の定年退職者（主要事業内容別）

46.6

51.6

57.2

28.0

61.9

43.4

55.0

52.5

31.4

39.5

50.5

41.2

54.9

53.4

48.4

42.8

72.0

38.1

56.6

45.0

47.5

68.6

60.5

49.5

58.8

45.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3955)

＜主要事業内容別＞

建設業(318)

製造業(732)

情報通信業(311)

運輸業(252)

卸売・小売業(870)

金融・保険業(80)

不動産業(99)

飲食店・宿泊業(70)

医療・福祉(324)

教育・学習支援業(97)

サービス業(711)

その他(91)

平成24年度に定年退職者がいた 平成24年度に定年退職者の該当者はいなかった

 ※ ( 　)内はＮ数

平成24年度の定年退職者（正社員数別）

46.6

24.6

42.2

64.5

80.7

53.4

75.4

57.8

35.5

19.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3955)

＜正社員数別＞

29人以下(589)

30～99人(2193)

100～299人(990)

300～499人(135)

平成24年度に定年退職者がいた 平成24年度に定年退職者の該当者はいなかった

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

平成24年度の定年退職者（労働組合有無別）

46.6

68.4

42.9

53.4

31.6

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3955)

＜労働組合有無別＞

あり(569)

なし(3363)

平成24年度に定年退職者がいた 平成24年度に定年退職者の該当者はいなかった

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（4）-1 平成 24年度定年退職者数 

○「平成 24 年度に定年退職者がいた」1,842 社において、平成 24 年度の定年退職者数は「１

人」が 47.2％と多く、次いで「2人」(21.1％)となっている。 

○主要事業内容別にみると、「運輸業」では「6～10 人」が 12.8%、「不動産業」では「11 人以

上」が 9.6%、「情報通信業」では「1人」が 59.8%と、それぞれ他の業種よりも多くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）平成 24年度定年退職者における継続雇用希望者の有無 

○「平成 24 年度に定年退職者がいた」1,842 社のうち、「定年後の継続雇用を希望した従業員

だけがいた」企業は 66.6％、｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両

方がいた｣企業が 20.8％に上り、「定年後の継続雇用を希望した従業員がいた」企業は合わせ

て 87.4％、｢定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた｣企業が 12.3％となっている。 

○主要事業内容別にみると、「定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた」企業は｢飲食店･

宿泊業｣（86.4％）と｢医療･福祉｣（77.3％）、｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望し

い従業員の両方がいた｣企業は｢金融･保険業｣（45.5％）と「教育・学習支援業」（32.7%）に

多く、「定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた」企業は「情報通信業」（23.0％）｢教

育・学習支援業｣（22.4％）で他の業種よりも多くなっている。 

○正社員数別では、規模が大きくなるほど｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従

業員の両方がいた｣企業が多くなる傾向にあり、「300～499 人」では 54.1％と半数を超えてい

る。 

○労働組合の有無別では、労働組合のある企業に｢定年後の継続雇用を希望した従業員と希望し

ない従業員の両方がいた｣が多く、31.4％となっている。 

 

平成24年度の定年退職者数（主要事業内容別）

47.2

42.1

44.6

59.8

28.8

56.9

31.8

51.9

50.0

52.3

42.9

47.8

42.0

21.1

22.0

23.9

21.8

23.7

19.0

18.2

19.2

36.4

21.9

20.4

17.1

22.0

11.3

13.4

10.5

4.6

17.9

9.8

22.7

9.6

4.5

10.9

16.3

9.9

12.0

6.1

7.9

7.4

3.4

7.1

4.5

4.5

1.9

4.5

4.7

12.2

6.1

6.0

4.3

4.9

3.8

4.6

4.5

3.7

9.1

3.8

4.5

3.1

4.1

5.1

6.0

7.2

8.5

6.0

4.6

12.8

5.6

11.4

3.8

5.5

4.1

9.6

10.0

2.4

3.1

5.1

2.3

9.6

3.4

2.0

-

-

-

0.8

1.2

1.1

0.5

-

1.0

-

0.8

-

-

-

-

-

-

0.7

-

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜主要事業内容別＞

建設業(164)

製造業(419)

情報通信業(87)

運輸業(156)

卸売・小売業(378)

金融・保険業(44)

不動産業(52)

飲食店・宿泊業(22)

医療・福祉(128)

教育・学習支援業(49)

サービス業(293)

その他(50)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～１０人 １１人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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定年後の継続雇用希望者の有無（主要事業内容別）

66.6

67.1

63.2

54.0

72.4

70.6

50.0

71.2

86.4

77.3

40.8

69.3

50.0

20.8

20.1

24.3

21.8

20.5

15.6

45.5

15.4

9.1

13.3

32.7

20.1

32.0

12.3

12.8

12.4

23.0

7.1

13.5

4.5

13.5

4.5

9.4

22.4

10.2

18.0

4.1

-

0.3

-

-

-

-

0.3

-

1.1

-

-

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜主要事業内容別＞

建設業(164)

製造業(419)

情報通信業(87)

運輸業(156)

卸売・小売業(378)

金融・保険業(44)

不動産業(52)

飲食店・宿泊業(22)

医療・福祉(128)

教育・学習支援業(49)

サービス業(293)

その他(50)

定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた

定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両方がいた

定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後の継続雇用希望者の有無（正社員数別）

66.6

79.3

73.0

59.2

38.5

20.8

8.3

13.6

28.5

54.1

12.3

12.4

13.0

12.2

7.3 -

0.2

0.4

-

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜正社員数別＞

29人以下(145)

30～99人(926)

100～299人(639)

300～499人(109)

定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた

定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両方がいた

定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

定年後の継続雇用希望者の有無（労働組合有無別）

66.6

56.8

69.4

20.8

31.4

17.9

12.3

11.3

12.5 0.2

0.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1842)

＜労働組合有無別＞

あり(389)

なし(1443)

定年後の継続雇用を希望した従業員だけがいた

定年後の継続雇用を希望した従業員と希望しない従業員の両方がいた

定年後の継続雇用を希望しない従業員だけがいた

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（5）-1 平成 24年度定年退職者における継続雇用希望者数 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望した従業員がいた」1,610 社において、定年後の継続雇用制度希望者数「１人」の企業は

50.5％と約半数、「2人」(21.2％)がこれに続く。 

○主要事業内容別にみると、定年後の継続雇用希望者が多かった業種は「不動産業」で「11 人

以上」が 8.9%、「6～10 人」は、「金融・保険業」（11.9%）、「運輸業」（11.0%）で他の業種よ

りも多くなっている。 

○正社員数別にみると、「300～499 人」では「11 人以上」が 7.9%、「6～10 人」が 27.7%と他の

規模よりも多くなっており、正社員数に応じた人数分布になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後の継続雇用希望者数（主要事業内容別）

50.5

39.2

49.9

69.7

32.4

59.5

42.9

48.9

61.9

55.2

61.1

48.9

48.8

21.2

24.5

23.2

15.2

21.4

19.0

23.8

20.0

23.8

22.4

16.7

21.0

17.1

11.1

14.7

10.4

18.6

10.7

11.9

11.1

4.8

8.6

11.1

9.9

12.2

5.5

8.4

7.4

4.5

6.2

3.4

4.8

4.4

4.8

4.3

5.6

5.3

3.8

4.2

4.5

5.5

2.5

4.8

2.2

4.8

4.3

2.8

5.0

9.8

6.0

8.4

4.6

3.0

11.0

4.9

11.9

4.4

3.4

6.5

9.8

4.8

8.9

2.3

1.5

2.4

2.5

-

2.8

-

0.9

-

-

-

-

1.5

1.4

0.7

1.6

-

-

1.1

-

0.9

-

-

-

-

-

0.8

-

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1610)

＜主要事業内容別＞

建設業(143)

製造業(367)

情報通信業(66)

運輸業(145)

卸売・小売業(326)

金融・保険業(42)

不動産業(45)

飲食店・宿泊業(21)

医療・福祉(116)

教育・学習支援業(36)

サービス業(262)

その他(41)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～１０人 １１人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

定年後の継続雇用希望者数（正社員数別）

50.5

71.7

62.0

35.7

15.8

21.2

15.0

22.2

22.1

15.8

11.1

5.5

8.9

13.9

5.5

3.9

2.6

9.1

10.9

3.8

7.1

6.9

6.0

2.4

2.1

8.4

27.7 7.9

14.6

-

1.6

1.6

-

0.2

2.7

0.4

1.6

0.4

0.2

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1610)

＜正社員数別＞

29人以下(127)

30～99人(802)

100～299人(560)

300～499人(101)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～１０人 １１人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（5）-2 平成 24年度定年退職者における継続雇用非希望者数 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望しない従業員がいた」610 社において、定年後の継続雇用非希望者数「１人」の企業は 70.2％、

次いで「2人」が 18.0％となっている。 

○主要事業内容別にみると、「サービス業」では「4人以上」が 11.2%と多くなっている。 

 ○正社員数別にみると、規模が大きくなるほど、非希望者数も多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後の継続雇用非希望者数（主要事業内容別）

70.2

88.9

62.3

69.2

67.4

70.9

72.7

73.3

66.7

82.8

74.1

64.0

80.0

18.0

9.3

22.1

20.5

23.3

20.0

18.2

20.0

33.3

10.3

14.8

15.7

8.0

5.4

1.9

6.5

5.1

4.7

4.5

9.1

6.7

3.4

3.7

6.7

8.0

5.9

8.4

5.1

4.7

4.5

3.4

7.4

11.2

-

4.0

-

-

-

-

2.2

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.6

-

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(610)

＜主要事業内容別＞

建設業(54)

製造業(154)

情報通信業(39)

運輸業(43)

卸売・小売業(110)

金融・保険業(22)

不動産業(15)
【※参考値】

飲食店・宿泊業(3)
【※参考値】

医療・福祉(29)

教育・学習支援業(27)

サービス業(89)

その他(25)

１人 ２人 ３人 ４人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

定年後の継続雇用非希望者数（正社員数別）

70.2

86.7

82.1

61.2

53.7

18.0

10.0

11.8

23.1

25.4

5.4

3.3

3.7

7.3

6.0

5.9

1.6

8.5

13.4

-

0.5

-

0.8

-

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(610)

＜正社員数別＞

29人以下(30)

30～99人(246)

100～299人(260)

300～499人(67)

１人 ２人 ３人 ４人以上 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（6）平成 24年度定年退職者における継続雇用希望理由 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望した従業員がいた」1,610 社において、従業員が継続雇用を希望した理由（平成 24 年度の

定年退職者について企業が把握しているもの、複数回答）は、「生計の維持のため」が 68.1%

で最も多く、次いで「能力・技術・資格・経験を活かすため」（48.5%）、「会社が継続雇用を

希望したため」（38.5%）となっている。 

○主要事業内容別の特徴をみると、「建設業」では、「後進の育成のため」（37.1%）と「会社が

継続雇用を希望したため」（50.3%）、「飲食店・宿泊業」では、「生計の維持のため」（95.2%）

と「健康の維持のため」（28.6%）が他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用を希望した理由　＜複数回答＞全体(N=1610)

48.5%

68.1%

17.4%

20.3%

15.8%

20.2%

38.5%

0.8%

13.7%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

製造業(N=367)

50.7%

71.1%

17.2%

19.1%

15.8%

24.5%

38.4%

1.1%

13.4%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

建設業(N=143)

56.6%

73.4%

19.6%

21.0%

16.8%

37.1%

50.3%

7.0%

1.4%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

情報通信業(N=66)

50.0%

50.0%

15.2%

15.2%

22.7%

21.2%

45.5%

1.5%

13.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業(N=145)

46.2%

74.5%

26.2%

19.3%

13.8%

11.0%

29.7%

0.7%

17.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

卸売・小売業(N=326)

45.1%

66.3%

15.3%

22.4%

18.7%

21.8%

42.0%

0.9%

13.8%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
金融・保険業(N=42)

42.9%

61.9%

19.0%

16.7%

9.5%

14.3%

16.7%

33.3%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

不動産業(N=45)

57.8%

55.6%

15.6%

11.1%

15.6%

13.3%

37.8%

2.2%

20.0%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

飲食店・宿泊業(N=21)

33.3%

28.6%

19.0%

14.3%

9.5%

42.9%

-

-

-

95.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
医療・福祉(N=116)

50.0%

14.7%

24.1%

13.8%

12.1%

41.4%

0.9%

12.1%

0.9%

68.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業(N=36)

36.1%

41.7%

13.9%

16.7%

16.7%

16.7%

44.4%

19.4%

5.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

能力・技術・資格・経験を活かすため

生計の維持のため

健康の維持のため

仕事に生きがいを感じているため

社会とのつながりのため

後進の育成のため

会社が継続雇用を希望したため

その他　

理由は分からない・理由を確認していない

不明

サービス業(N=262)

46.9%

16.4%

21.4%

13.0%

16.0%

33.6%

0.8%

13.0%

1.1%

68.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他(N=41)

53.7%

12.2%

24.4%

17.1%

14.6%

29.3%

9.8%

4.9%

-

68.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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（6）-1 平成 24年度定年退職者における継続雇用を希望した最も多い理由 

○従業員が「継続雇用を希望した理由（複数回答）」のうち、「最も人数の多い理由」は、「生計

の維持のため」（47.3%）が最も多くなっている。 

○主要事業内容別にみると、「生計の維持のため」は「運輸業」（60.7%）、「飲食店・宿泊業」（66.7%）

で他の業種より多く、「教育・学習支援業」（29.4%）、「不動産業」（29.5%）、「情報通信業」（30.3%）

で少なくなっている。 

（7）平成 24年度定年退職者における継続雇用希望者の雇用状況 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24年度の定年退職者 

のうち、定年後の継続雇用を希望した従業員がいた」1,610 社 

における継続雇用希望者の雇用状況は、「希望者全員を雇用し 

た」が 94.0%で概ね希望者を雇用している。 

 

 

 

 

（8）平成 24年度定年退職者における継続雇用非希望理由 

○定年制及び継続雇用制度があり、「平成 24 年度の定年退職者のうち、定年後の継続雇用を希

望しない従業員がいた」企業 610 社において、従業員が「継続雇用を希望しない理由」は、

「仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため」（30.0%）が最も多く、次いで「経済的に定年

後も働く必要がないため」（24.8%）が多くなっている。「理由は分からない・理由を確認して

いない」（24.9%）も相当数に上る。 

○主要事業内容別にみると、「運輸業」では「健康上の理由のため」（34.9%）、「金融・保険業」

では「会社の継続雇用制度が条件に合わないため」（18.2%）、「医療・福祉」では「仕事以外

で定年後の生活を楽しみたいため」（44.8%）が他の業種よりも多く、「教育・学習支援業」で

は「理由は分からない・理由を確認していない」（40.7%）が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用を希望しない理由　＜複数回答＞
全体（N=610）

24.8%

30.0%

21.1%

17.9%

12.0%

3.6%

6.6%

3.3%

24.9%

1.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

雇用希望者の雇用状況(N=1610)

不明
2.2%雇用できな

い人がいた
3.7%

希望者全員
を雇用した

94.0%
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（8）-1 平成 24年度定年退職者における継続雇用を希望しない最も多い理由 

○従業員が「継続雇用を希望しない理由（複数回答）」のうち、「最も人数の多い理由」として

は、「理由は分からない・理由を確認していない」（22.9%）が最も多く、以下、「仕事以外の

定年後の生活を楽しみたいため」（19.2%）、「健康上の理由のため」（14.5%）と続く。 

○主要事業内容別にみると、「運輸業」では「健康上の理由のため」（30.2%）、「教育・学習支援

業」では「理由は分からない・理由を確認していない」（40.7%）が多くなっている。 

 

継続雇用をしない理由<複数回答>

建設業（N=54）

25.9%

31.5%

20.4%

24.1%

14.8%

5.6%

5.6%

3.7%

11.1%

1.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

製造業（N=154）

27.9%

31.8%

26.0%

23.4%

7.8%

1.9%

5.2%

1.9%

25.3%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

情報通信業（N=39）

17.9%

20.5%

12.8%

10.3%

17.9%

7.7%

5.1%

5.1%

28.2%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

運輸業（N=43）

23.3%

30.2%

34.9%

9.3%

4.7%

4.7%

7.0%

4.7%

18.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

金融・保険業（N=22）

31.8%

31.8%

9.1%

22.7%

18.2%

18.2%

9.1%

4.5%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

卸売・小売業（N=110）

24.5%

30.9%

16.4%

13.6%

10.9%

3.6%

8.2%

3.6%

30.0%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

不動産業（N=15）

13.3%

20.0%

13.3%

20.0%

13.3%

6.7%

6.7%

26.7%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

飲食店・宿泊業（N=3）【※参考値】

33.3%

66.7%

33.3%

33.3%

33.3%

-

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

医療・福祉（N=29）

34.5%

44.8%

17.2%

17.2%

10.3%

3.4%

3.4%

24.1%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

教育・学習支援業（N=27）

22.2%

18.5%

11.1%

11.1%

18.5%

7.4%

3.7%

40.7%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

経済的に定年後も働く必要がないため

仕事以外で定年後の生活を楽しみたいため

健康上の理由のため

家庭の事情（介護・転居など）のため

他の転職先が決まっているため

独立・自営のため

会社の継続雇用制度が条件に合わないため

その他

理由は分からない・理由を確認していない

不明

その他（N=25）

20.0%

16.0%

24.0%

28.0%

16.0%

8.0%

4.0%

24.0%

4.0%

-%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

サービス業（N=89）

21.3%

31.5%

23.6%

15.7%

15.7%

5.6%

6.7%

3.4%

27.0%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%
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（9）継続雇用している従業員の有無 

○定年制を持っている 4,202 社のうち、平成 24 年度の定年退職者に限らず、現在、「定年後も

継続雇用している従業員がいる」とする企業は 77.1％である。 

○主要事業内容別にみると、「製造業」で 90.3%と最も多く、以下、「運輸業」（89.4%）、「建設

業」（86.7%）の順となっている。一方、「情報通信業」（46.8%）と「飲食店・宿泊業」（61.3%）

では少なく、「サービス業」（68.4%）でもやや少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年後継続雇用している従業員の有無（主要事業内容別）

77.1

86.7

90.3

46.8

89.4

79.2

73.6

77.4

61.3

79.8

70.2

68.4

78.9

22.9

13.3

9.7

53.2

10.6

20.8

26.4

22.6

38.7

20.2

29.8

31.6

21.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(4202)

＜主要事業内容別＞

建設業(330)

製造業(755)

情報通信業(348)

運輸業(265)

卸売・小売業(907)

金融・保険業(87)

不動産業(106)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(342)

教育・学習支援業(121)

サービス業(771)

その他(95)

定年後も継続雇用している従業員がいる 定年後も継続雇用している従業員はいない

※定年制有りと回答した企業を母数としている

 ※ ( 　)内はＮ数

定年後継続雇用している従業員の有無（正社員数別）

77.1

63.7

76.2

85.5

92.9

22.9

36.3

23.8

14.5

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4202)

＜正社員数別＞

29人以下(658)

30～99人(2316)

100～299人(1036)

300～499人(141)

定年後も継続雇用している従業員がいる 定年後も継続雇用している従業員はいない

 ※ ( 　)内はＮ数

※定年制有りと回答した企業を母数としている

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（9）-1 継続雇用している従業員の職種 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している 

従業員がいる 3,238 社において、継続雇用している従業 

員の職種は、「定年前と同じ職種であることが多い」が 

97.5%である。 

 

 

 

 

 

 

 

（9）-2 継続雇用している従業員の職務 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している 

従業員がいる 3,238 社において、継続雇用している従業 

員の職務は、「同一部署の、同一の職務を担当させてい 

ることが多い」が 90.3%、「同一部署だが、これまでとは 

異なる職務を担当させることが多い」が 6.1％である。 

 

 

 

 

 

 

（9）-3 継続雇用している従業員の勤務地 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している 

従業員がいる 3,238 社において、継続雇用している従業 

員の勤務地は、「定年前と同じ会社に勤務している人が 

多い」が 97.7%である。 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の勤務地
(N=3238)

不明

0.1%

定年前と同じ

会社に勤務し

ている人が多

い

97.7%

定年前と同じ

会社で勤務地

が変わる人が

多い

0.5%

その他

0.3%

グループ会社

等の別会社に

勤務している

が、勤務地が

変わる人が多

い

0.1%

グループ会社

等の別会社に

勤務している

が、勤務地が

変わらない人

が多い

1.2%

継続雇用している従業員の職務(N=3238)

これまでとは
別の部署で、
同一の職務を
担当させるこ

とが多い
1.2%

これまでとは
別の部署で、
これまでとは
異なる職務を
担当させるこ

とが多い
1.3%

その他
0.9%

同一部署だ
が、これまで
とは異なる職
務を担当させ
ることが多い

6.1%

同一部署の、
同一の職務を
担当させてい
ることが多い

90.3%

不明
0.2%

継続雇用している従業員の職種(N=3238)

定年前と同
じ職種であ
ることが多

い
97.5%

定年前と違
う職種に転
換すること

が多い
1.8%

その他
0.7%
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（9）-4 継続雇用している従業員の勤務時間 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している従業員がいる 3,238 社において、継

続雇用している従業員の勤務時間は、「定年前と同じフルタイムである人が多い」が 80.0%で

最も多くなっている。 

○主要事業内容別にみると、「定年前と同じフルタイムである人が多い」が少ない業種は、「教

育・学習支援業」（58.8%）と「医療・福祉」（67.8%）である。他方、「定年前と同じフルタイ

ムである人が多い」が他の業種よりも多いのは、「不動産業」（93.9%）、「建設業」（89.2%）で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の勤務時間（主要事業内容別）

80.0

89.2

84.3

74.2

79.3

81.6

82.8

93.9

71.7

67.8

58.8

77.0

80.0

7.4

7.6

7.4

5.9

7.5

7.8

17.4

10.3

11.8

9.7

8.0

7.3

4.8

11.0

11.8

6.1

7.8

6.5

12.5

20.0

8.5

13.3

3.1

2.3

6.1

2.5

3.1

3.7

4.3

4.4

9.4

3.2

0.6

4.8

1.5

4.0

1.3

2.1

- 1.2

1.3

-

0.7

-

-

1.2

1.6

1.5

0.4

0.7

0.4

1.4

-

-

-

0.4

-

-

-

0.1

-

0.6

0.4

-

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜主要事業内容別＞

建設業(286)

製造業(682)

情報通信業(163)

運輸業(237)

卸売・小売業(718)

金融・保険業(64)

不動産業(82)

飲食店・宿泊業(46)

医療・福祉(273)

教育・学習支援業(85)

サービス業(527)

その他(75)

定年前と同じフルタイムである人が多い

定年前よりも一日の勤務時間が短い人が多い

定年前よりも一週間の勤務日数が少ない人が多い

定年前に比べて、一日の勤務時間が短く、一週間の勤務日数が少ない人が多い

その他

不明

 ※ ( 　)内はＮ数
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（9）-5 継続雇用している従業員の年収 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している従業員がいる 3,238 社において、継

続雇用者の定年到達時の年収との比較をすると、「60～70％未満」（25.2％）、「70～80％未満」

（17.7％）、「50～60％未満」（16.4％）の順となっており、「100％」と「100％超」を合わせ

て 10.0％と、年収は抑えられている。 

○主要事業内容別にみると、「50％未満」は、「金融・保険業」（39.1%）、「教育・学習支援業」

（23.5%）で他の業種よりも多い。 

○正社員数別にみると、「300～499 人」は「50％未満」が 22.1%、「50～60％未満」が 21.4%で、

それぞれ他の規模よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の年収（主要事業内容別）

10.5

7.0

8.9

18.4

5.1

10.7

39.1

6.1

6.2

23.5

11.2

17.3

16.4

15.0

18.6

24.5

10.1

18.8

20.3

6.1

13.0

8.8

12.9

17.1

17.3

25.2

26.9

30.4

19.6

23.6

28.8

14.1

24.4

17.4

18.3

18.8

21.1

29.3

17.7

19.2

20.7

12.3

18.6

18.5

10.9

19.5

15.2

16.5

16.5

15.0

16.0

10.8

13.3

10.9

6.7

12.2

8.4

6.3

15.9

13.0

16.5

8.2

10.6

8.0

8.0

8.0

4.5

4.9

12.2

7.5

3.1

8.5

19.6

10.3

12.5

9.6

10.1

4.7

12.3

15.6

5.4

3.1

15.9

17.4

19.4

16.5

10.8

10.7

2.22.2

2.6

-

1.2

- -

0.8

-

1.5

-

-

0.1

0.4

0.6

-

0.3

0.4

1.3

0.9

2.4

3.7

3.1

1.7

2.1

0.6

1.3

-

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜主要事業内容別＞

建設業(286)

製造業(682)

情報通信業(163)

運輸業(237)

卸売・小売業(718)

金融・保険業(64)

不動産業(82)

飲食店・宿泊業(46)

医療・福祉(273)

教育・学習支援業(85)

サービス業(527)

その他(75)

50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70％～80％未満 80％～90％未満 90％～100％未満 100% 100％超 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

継続雇用している従業員の年収（正社員数別）

10.5

7.9

8.3

14.4

22.1

16.4

13.6

16.6

16.9

21.4

25.2

22.7

25.1

27.7

19.8

17.7

13.6

19.5

16.4

15.3

10.8

10.7

11.1

10.0

8.4

8.0

13.6

7.8

6.3

3.8

9.6

16.2

10.0

5.9

8.4
-

0.1

0.6

0.2

0.4

0.8

2.3

1.1

1.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜正社員数別＞

29人以下(419)

30～99人(1764)

100～299人(886)

300～499人(131)

50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70％～80％未満 80％～90％未満 90％～100％未満 100% 100％超 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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（9）-6 継続雇用している従業員の人事評価 

○定年制及び継続雇用制度があり、現在継続雇用している従業員がいる 3,238 社における継続

雇用している従業員に対する人事評価は、「定年前従業員と同様の基準で評価している」が

47.0%、次いで「整備された評価制度や基準がない」（26.7％）の順となっている。 

○主要事業内容別にみると、「定年前従業員と同様の基準で評価している」は、「運輸業」（61.6%）、

「医療・福祉」（60.8%）で、「整備された評価制度や基準がない」は、「教育・学習支援業」

（40.0%）、「情報通信業」（36.2%）で他の業種よりも多くなっている。 

○正社員数規模が大きくなるにつれ、「定年前従業員と同様の基準で評価している」が少なくな

り、「定年後従業員独自の評価基準で評価している」が多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続雇用している従業員の人事評価（主要事業内容別）

47.0

50.0

42.4

38.7

61.6

42.8

32.8

48.8

50.0

60.8

37.6

49.3

44.0

22.9

23.4

26.4

20.9

17.7

25.3

26.6

29.3

19.6

9.9

14.1

25.4

17.3

26.7

23.8

28.6

36.2

18.1

28.7

28.1

20.7

30.4

27.1

40.0

22.2

28.0

2.7

2.1

1.9

4.3

2.5

2.4

10.9

7.1

2.8

9.3

-

1.5

1.2

1.3

0.2

1.2

0.7

-

-

1.6

0.8

-

-

0.7

0.7

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3238)

＜主要事業内容別＞

建設業(286)

製造業(682)

情報通信業(163)

運輸業(237)

卸売・小売業(718)

金融・保険業(64)

不動産業(82)

飲食店・宿泊業(46)

医療・福祉(273)

教育・学習支援業(85)

サービス業(527)

その他(75)

定年前従業員と同様の基準で評価している 定年後従業員独自の評価基準で評価している 整備された評価制度や基準がない その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

継続雇用している従業員の人事評価（正社員数別）

47.0

49.4

51.2

39.5

31.3

22.9

19.8

20.4

27.7

36.6

26.7

28.9

25.6

28.0

26.7

2.7

1.4

2.3

4.2

4.6

0.6

0.5

0.5

0.7

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜正社員数別＞

29人以下(419)

30～99人(1764)

100～299人(886)

300～499人(131)

全体(3238)

定年前従業員と同様の基準で評価している 定年後従業員独自の評価基準で評価している 整備された評価制度や基準がない その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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７.50～59歳、及び 60 歳以上の従業員の雇用状況 

（1）50～59歳、及び 60歳以上の従業員の有無 

○「50～59 歳の従業員がいる」企業は全体の 95.7%であり、「60 歳以上の従業員がいる」企業

は 85.7％と、10ポイント下回る。「いない」企業はそれぞれ 4.1％、14.1％である。 

○主要事業内容別にみると、「50～59歳の従業員はいない」企業は、「飲食店・宿泊業」（12.1%）

と「情報通信業」（12.0%）に多く、「60歳以上の従業員はいない」企業は、「情報通信業」で

43.0%、「飲食店・宿泊業」で 25.3%と、これらの業種で高い割合となっており、「サービス業」

（21.5%）にも多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50～59歳の従業員の有無（主要事業内容別）

95.7

97.2

98.4

87.7

98.9

96.4

98.9

99.1

87.9

98.3

96.8

93.1

94.9

4.1

2.8

12.0

3.3

12.1

6.9

4.0

1.1

1.3

2.4

1.7

0.9

1.1

1.0

-

0.8

-

-

-

-

0.3

-

0.3

0.3

-

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

50～59歳の従業員がいる 50～59歳の従業員はいない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

60歳以上の従業員の有無（主要事業内容別）

85.7

94.2

94.6

56.7

94.1

85.7

87.4

87.2

74.7

97.2

90.4

78.4

88.9

14.1

5.5

5.4

43.0

5.6

14.1

12.6

12.8

25.3

2.5

9.6

21.5

11.1

0.2

0.3

-

0.3

0.4

0.2

-

-

-

0.3

-

0.1

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4381)

＜主要事業内容別＞

建設業(363)

製造業(765)

情報通信業(358)

運輸業(269)

卸売・小売業(942)

金融・保険業(87)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(99)

医療・福祉(355)

教育・学習支援業(125)

サービス業(810)

その他(99)

60歳以上の従業員がいる 60歳以上の従業員はいない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数



第 2章 高年齢者雇用安定法改正に関する調査結果 

 - 41 - 

（2）50～59歳、及び 60歳以上の従業員の契約形態 

○「50～59 歳の従業員がいる」4,193 社において、50～59 歳の従業員の契約形態（複数回答）

は、「正社員」で処遇する企業が 96.0%と最も多く、以下、「パート（アルバイト）」（37.2%）、

「契約社員」（18.6%）、「嘱託社員」（11.6%）の順である。 

  「60 歳以上の従業員がいる」3,755 社において、60 歳以上の従業員の契約形態（複数回答）

は、「嘱託社員」で処遇する企業が 48.4%で最も多く、次いで「正社員」（41.0%）、「パート（ア

ルバイト）」（40.9%）、「契約社員」（25.9%）となっている。 

 最も人数の多い勤務形態に絞った場合も、これらの順位傾向はあまり変わらない。 

○主要事業内容別にみると、50～59 歳の従業員を「パート（アルバイト）」で処遇する企業は、

「医療・福祉」（75.9%）、「飲食店・宿泊業」（64.4%）、「契約社員」は、「金融・保険業」（34.9%）、

「教育・学習支援業」（28.9%）で他の業種よりも多くなっている。 

  60 歳以上の従業員を「嘱託社員」で処遇する企業は、「金融・保険業」（64.5%）、「不動産業」

（62.1%）、「正社員」は「教育・学習支援業」（65.5%）、「医療・福祉」（60.6%）、「運輸業」（53.8%）、

「飲食店・宿泊業」（52.7%）に多くみられる。 

○正社員数別にみると、正社員数「29 人以下」では 50～59 歳の従業員を「パート（アルバイ

ト）」として処遇する企業が 48.2%、「300～499 人」では「パート（アルバイト）」が 51.0%、

「契約社員」が 38.5%、「嘱託社員」が 24.5%と他の規模よりも多くなっている。 

  60 歳以上の従業員を「嘱託社員」で処遇する企業は、正社員数「100～299 人」（61.0%）、「300

～499 人」（62.5%）で他の規模よりも多くなっている。 

○高年齢者比率別にみると、50～59 歳の従業員及び 60 歳以上の従業員を「パート（アルバイ

ト）」として処遇する企業と、60 歳以上の従業員を「正社員」として処遇する企業は、概ね

高年齢者比率の高い企業ほど多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50～59歳の従業員の契約形態
＜複数回答＞　全体（N=4193）

96.0%

37.2%

18.6%

11.6%

2.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

60歳以上の従業員の契約形態
＜複数回答＞　全体（N=3755）

41.0%

40.9%

25.9%

48.4%

3.1%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明
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　　　　50～59歳と60歳以上の従業員の契約形態<主要事業内容別>

建設業

13.6%

16.4%

9.9%

3.4%

44.7%

17.3%

31.0%

48.2%

5.6%

-

97.5%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

50～59歳(Ｎ=353)
60歳以上(Ｎ=342)

製造業

98.1%

40.9%

13.9%

12.2%

0.9%

38.1%

41.3%

21.3%

54.3%

1.9%

0.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=753)

60歳以上(Ｎ=724)

情報通信業

12.7%

21.3%

8.0%

2.2%

31.5%

14.8%

33.0%

49.3%

2.5%

0.5%

97.1%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=314)

60歳以上(Ｎ=203)

運輸業

97.7%

35.0%

16.5%

11.3%

0.8%

53.8%

45.1%

17.0%

55.3%

3.2%

1.2%

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

50～59歳(Ｎ=266)

60歳以上(Ｎ=253)

卸売・小売業

37.7%

15.6%

10.6%

1.2%

33.2%

41.3%

26.0%

51.1%

1.2%

0.4%

96.6%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=908)

60歳以上(Ｎ=807)

金融・保険業

25.6%

34.9%

18.6%

4.7%

25.0%

34.2%

27.6%

64.5%

3.9%

100.0%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=86)

60歳以上(Ｎ=76)

不動産業

97.2%

36.1%

22.2%

16.7%

32.6%

41.1%

31.6%

62.1%

4.2%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

50～59歳(Ｎ=108)

60歳以上(Ｎ=95)

飲食店・宿泊業

82.8%

64.4%

19.5%

3.4%

2.3%

52.7%

60.8%

16.2%

27.0%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=87)

60歳以上(Ｎ=74)

医療・福祉

75.9%

12.6%

10.6%

1.4%

60.6%

73.9%

18.0%

26.7%

3.5%

-

96.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=349)

60歳以上(Ｎ=345)

教育・学習支援業

96.7%

44.6%

28.9%

16.5%

9.1%

65.5%

46.9%

32.7%

36.3%

10.6%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

50～59歳(Ｎ=121)
60歳以上(Ｎ=113)

サービス業

92.3%

35.8%

25.1%

12.3%

3.2%

0.1%

37.0%

40.5%

33.7%

45.5%

3.8%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=754)

60歳以上(Ｎ=635)

その他

92.6%

23.4%

24.5%

22.3%

1.1%

39.8%

29.5%

20.5%

64.8%

4.5%

-
-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

50～59歳(Ｎ=94)
60歳以上(Ｎ=88)
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　　　　50～59歳の従業員の契約形態<正社員数別> 60歳以上の従業員の契約形態<正社員数別>

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

正社員数　29人以下（N=693）

86.9%

48.2%

15.0%

7.6%

3.2%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　100～299人（N=1025）

98.8%

39.9%

26.5%

18.0%

2.0%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　30～99人（N=2278）

97.3%

31.7%

14.8%

9.2%

1.7%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　300～499人（N=143）

98.6%

51.0%

38.5%

24.5%

2.1%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　29人以下（N=600）

45.3%

53.8%

19.8%

28.7%

3.0%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　30～99人（N=2019）

42.1%

36.5%

23.9%

47.6%

3.2%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　100～299人（N=952）

37.2%

41.7%

32.1%

61.0%

2.8%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

正社員数　300～499人（N=136）

28.7%

45.6%

42.6%

62.5%

2.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明
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　　　　　50～59歳の従業員の契約形態<高年齢者比率別>　　　　　　　　　60歳以上の従業員の契約形態<高年齢者比率別>

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く

高年齢者比率　10%以下（N=1465）

95.2%

24.0%

15.9%

7.0%

1.6%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　10%以下（N=1076）

33.8%

27.0%

26.9%

41.7%

2.5%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　11～30%（N=1796）

97.8%

40.1%

18.9%

13.4%

2.1%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　31～50%（N=521）

95.6%

47.2%

21.7%

16.1%

2.7%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　51～70%（N=229）

91.3%

63.3%

24.0%

14.0%

3.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　71%以上（N=99）

87.9%

59.6%

19.2%

15.2%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　11～30%（N=1746）

39.3%

41.7%

25.5%

53.2%

3.1%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　31～50%（N=521）

51.4%

49.1%

26.7%

47.6%

4.4%

0.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　51～70%（N=230）

54.3%

67.0%

26.5%

44.8%

2.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

高年齢者比率　71%以上（N=102）

61.8%

68.6%

20.6%

47.1%

3.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

 

（2）-1 50～59歳、及び 60歳以上の従業員の最も多い勤務形態 

○「50～59 歳の従業員がいる」4,193 社において、50～59 歳の従業員の最も人数の多い勤務形

態は、「正社員」（79.7%）である。 

「60 歳以上の従業員がいる」3,755 社において、60 歳以上の従業員の最も人数の多い勤務形

態は、「嘱託社員」（34.0%）、「正社員」（24.0%）、「パート（アルバイト）」（22.5%）、「契約社

員」（15.4%）の順となっている。 
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（3）60歳以上の従業員の 59歳以前の勤務先との関連 

○「60歳以上の従業員がいる」3,755 社のうち、60 歳以上の従業員は「60歳前から継続勤務し

ている人が多い」とした企業が 88.0%と大半であるが、「60歳以降採用した人が多い」（10.8％）

とする企業も 1割程度みられる。 

○主要事業内容別にみると、「不動産業」（20.0%）、「サービス業」（19.1%）、「医療・福祉」（16.5%）

や「その他」（21.6%）で「60歳以降採用した人が多い」が多くなっている。 

○高年齢者比率別にみると、「71％以上」では「60歳以降採用した人が多い」が 36.3%と多くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60歳以上の従業員の59歳以前の勤務先との関連（主要事業内容別）

88.0

90.1

96.1

83.3

94.5

91.3

85.5

77.9

85.1

82.0

85.0

79.8

76.1

10.8

9.4

3.0

15.3

4.7

7.8

9.2

20.0

13.5

16.5

12.4

19.1

21.6

5.3

2.7

2.3

0.9

1.2

-

1.1

0.7

0.4

1.5

0.4

0.3

0.9

-

0.2

-

0.3

1.4

1.1

-

0.1

0.4

-

0.4

0.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜主要事業内容別＞

建設業(342)

製造業(724)

情報通信業(203)

運輸業(253)

卸売・小売業(807)

金融・保険業(76)

不動産業(95)

飲食店・宿泊業(74)

医療・福祉(345)

教育・学習支援業(113)

サービス業(635)

その他(88)

60歳前から継続勤務している人が多い 60歳以降採用した人が多い その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

60歳以上の従業員の59歳以前の勤務先との関連（正社員数別）

88.0

83.5

88.4

89.1

95.6

10.8

15.2

10.5

9.7

4.4

0.9

1.0

0.8

1.1

-

0.3

0.3

0.3

0.2

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜正社員数別＞

29人以下(600)

30～99人(2019)

100～299人(952)

300～499人(136)

60歳前から継続勤務している人が多い 60歳以降採用した人が多い その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

60歳以上の従業員の59歳以前の勤務先との関連（高年齢者比率別）

88.0

84.9

91.5

89.4

82.6

61.8

10.8

13.0

7.7

9.8

16.5

36.3

0.9

1.6

0.7

0.4

0.9

1.0

0.3

0.5

0.1

0.4

-

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜高年齢者比率別＞

10％以下(1076)

11～30％(1746)

31～50％(521)

51～70％(230)

71％以上(102)

60歳前から継続勤務している人が多い 60歳以降採用した人が多い その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く
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（4）60歳以上の従業員の役職 

○「60 歳以上の従業員がいる」3,755 社のうち、60 歳以上の従業員の役職については、「60 歳

前から役職は変わらない人が多い」企業が 50.2%で最も多く、次いで「60 歳になると役職は

はずれる人が多い」企業（31.1%）となっている。 

○主要事業内容別にみると、「60 歳前から役職は変わらない人が多い」企業は「教育・学習支

援業」（66.4%）、「医療・福祉」（65.8%）、「不動産業」（64.2%）、「飲食店・宿泊業」（63.5%）、

「60歳になると役職ははずれる人が多い」企業は「金融・保険業」（44.7%）、「製造業」（42.7%）

で多くなっている。 

○高年齢者比率別にみると、概して高年齢者比率が高い企業ほど、「60 歳前から役職は変わら

ない人が多い」が多くなる傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60歳以上の従業員の役職（主要事業内容別）

50.2

58.5

41.6

42.4

60.1

44.1

30.3

64.2

63.5

65.8

66.4

50.6

42.0

10.3

11.4

11.2

11.8

5.5

12.9

9.2

10.5

6.8

3.8

8.8

10.1

17.0

31.1

26.6

42.7

35.0

24.1

35.1

44.7

18.9

17.6

18.3

12.4

28.8

33.0

7.9

2.9

3.9

10.8

10.3

7.6

15.8

6.3

10.8

11.9

10.6

9.9

8.0

0.5

0.6

0.7

-

-

0.4

-

-

1.4

0.3

1.8

0.6

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜主要事業内容別＞

建設業(342)

製造業(724)

情報通信業(203)

運輸業(253)

卸売・小売業(807)

金融・保険業(76)

不動産業(95)

飲食店・宿泊業(74)

医療・福祉(345)

教育・学習支援業(113)

サービス業(635)

その他(88)

60歳前から役職は変わらない人が多い 60歳になると役職の呼称が変わる人が多い 60歳になると役職ははずれる人が多い

その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

60歳以上の従業員の役職（正社員数別）

50.2

60.0

52.0

40.7

41.2

10.3

6.7

11.2

10.8

10.3

31.1

21.2

29.9

39.1

42.6

7.9

11.0

6.5

9.1

5.9

0.5

1.2

0.4

0.3

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜正社員数別＞

29人以下(600)

30～99人(2019)

100～299人(952)

300～499人(136)

60歳前から役職は変わらない人が多い 60歳になると役職の呼称が変わる人が多い 60歳になると役職ははずれる人が多い

その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

60歳以上の従業員の役職（高年齢者比率別）

50.2

44.5

46.3

62.4

72.2

68.6

10.3

10.0

12.1

9.6

4.3

31.1

33.4

36.0

22.1

11.7

9.8

7.9

11.5

5.3

5.2

11.3

18.62.0 1.0

0.4

0.8

0.2

0.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜高年齢者比率別＞

10％以下(1076)

11～30％(1746)

31～50％(521)

51～70％(230)

71％以上(102)

60歳前から役職は変わらない人が多い 60歳になると役職の呼称が変わる人が多い 60歳になると役職ははずれる人が多い

その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く
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（5） 60 歳以上の従業員の賃金制度 

○「60 歳以上の従業員がいる」3,755 社において、60 歳以上の従業員の賃金制度は、「制度と

して整備されていないが運用で実施している」（59.6%）が、「制度として整備されている」

（39.3％）を上回っている。 

○主要事業内容別にみると、「制度として整備されている」は「教育・学習支援業」（61.9%）と

「金融・保険業」（59.2%）、「運輸業」（50.2%）や「その他」（55.7%）に多く、「制度として整

備されていないが運用で実施している」は「飲食店・宿泊業」で 71.6%と多くなっている。 

○正社員数別にみると、規模が大きくなるほど「制度として整備されている」が多くなってい

る。 

○労働組合有無別にみると、労働組合「あり」の企業では、「制度として整備されている」が

67.8％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60歳以上の従業員の賃金制度（主要事業内容別）

59.6

64.9

61.3

60.6

49.0

64.9

40.8

58.9

71.6

59.1

37.2

59.5

42.0

39.3

34.2

38.1

39.4

50.2

33.7

59.2

41.1

23.0

39.7

61.9

38.6

55.7

5.4

1.1

0.9

0.6

-

0.8

1.4

-

-

1.2

0.9

1.9

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜主要事業内容別＞

建設業(342)

製造業(724)

情報通信業(203)

運輸業(253)

卸売・小売業(807)

金融・保険業(76)

不動産業(95)

飲食店・宿泊業(74)

医療・福祉(345)

教育・学習支援業(113)

サービス業(635)

その他(88)

制度として整備されていないが運用で実施している 制度として整備されている 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

60歳以上の従業員の賃金制度（正社員数別）

59.6

68.2

63.2

49.7

34.6

39.3

28.3

36.1

49.6

64.7 0.7

0.7

0.7

3.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜正社員数別＞

29人以下(600)

30～99人(2019)

100～299人(952)

300～499人(136)

制度として整備されていないが運用で実施している 制度として整備されている 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

60歳以上の従業員の賃金制度（労働組合有無別）

59.6

32.0

64.6

39.3

67.8

34.1

1.1

0.2

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜労働組合有無別＞

あり(571)

なし(3162)

制度として整備されていないが運用で実施している 制度として整備されている 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※労働組合の有無において、無回答だったもののデータは除く
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（6）60歳以上の従業員の賃金決定方法 

○「60 歳以上の従業員がいる」3,755 社において、60 歳以上の従業員の賃金決定方法は、「本

人の担当職務や過去の業績に応じて、個別に決定している」が 62.7%で最も多くなっている。 

○主要事業内容別にみると、「本人の担当職務や過去の業績に応じて、個別に決定している」は

「飲食店・宿泊業」（71.6%）、「情報通信業」（70.0%）、「公的給付を加味した一定額を基準に、

個別に決定している」は「製造業」で 19.2%と多くなっている。 

○正社員数別にみると、規模が大きくなるほど「定年到達時の支給額から一定割合を全員一律

減額している」が多くなり、「本人の担当職務や過去の業績に応じて、個別に決定している」

が少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60歳以上の従業員の賃金決定方法（主要事業内容別）

62.7

65.2

57.6

70.0

56.1

62.5

61.8

66.3

71.6

64.9

57.5

67.6

50.0

14.0

14.0

19.2

13.3

12.6

17.8

10.5

8.4

13.5

6.1

2.7

11.2

18.2

13.6

16.4

17.4

9.4

14.2

13.0

13.2

12.6

5.4

9.6

10.6

12.9

17.0

9.0

4.1

5.5

6.9

16.2

6.3

14.5

10.5

5.4

18.6

28.3

7.4

12.5

4.1

2.3

0.7

0.3

0.3

0.5

0.8

0.4

-

2.1

0.9

0.9

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜主要事業内容別＞

建設業(342)

製造業(724)

情報通信業(203)

運輸業(253)

卸売・小売業(807)

金融・保険業(76)

不動産業(95)

飲食店・宿泊業(74)

医療・福祉(345)

教育・学習支援業(113)

サービス業(635)

その他(88)

本人の担当職務や過去の業績に応じて、個別に決定している 公的給付を加味した一定額を基準に、個別に決定している

定年到達時の支給額から一定割合を全員一律減額している その他

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

60歳以上の従業員の賃金決定方法（正社員数別）

62.7

69.7

64.5

56.5

46.3

14.0

11.5

14.9

13.3

18.4

13.6

8.7

13.1

16.1

22.1

9.0

8.8

7.0

13.3

12.5 0.7

0.7

0.5

1.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(3755)

＜正社員数別＞

29人以下(600)

30～99人(2019)

100～299人(952)

300～499人(136)

本人の担当職務や過去の業績に応じて、個別に決定している 公的給付を加味した一定額を基準に、個別に決定している

定年到達時の支給額から一定割合を全員一律減額している その他

不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く
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８.60歳以上の従業員の活用意向 

（1）60歳以上の従業員の活用意向 

○現在 60歳以上の従業員がいない 619 社で、今後 60 歳 

以上の従業員を「活用していきたいと思う」とする企 

業は 61.9%となっている。 

 

 

 

 

 

 

○主要事業内容別にみると、「活用していきたいと思う」は「製造業」（73.2%）に多く、「活用

していきたいとは思わない」は「飲食店・宿泊業」（76.0%）に多くなっている。｢建設業｣｢情

報通信業｣｢卸売・小売業｣｢サービス業｣は全体平均に近いが、他の業種はサンプル数が少ない

ので参考数値である。 

○正社員数別にみると、概して規模が大きくなるに従って「活用していきたいと思う」が多く

なる傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60歳以上の従業員活用意向（主要事業内容別）

61.9

60.0

73.2

59.7

80.0

63.9

81.8

35.7

24.0

66.7

75.0

62.6

72.7

37.0

35.0

26.8

39.6

20.0

35.3

18.2

64.3

76.0

33.3

25.0

35.6

18.2

5.0

9.1

1.1

-

0.6

-

0.8

-

-

-

-

-

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(619)

＜主要事業内容別＞

建設業(20)

製造業(41)

情報通信業(154)

運輸業(15)

卸売・小売業(133)

金融・保険業(11)

不動産業(14)

飲食店・宿泊業(25)

医療・福祉(9)

教育・学習支援業(12)

サービス業(174)

その他(11)

活用していきたいと思う 活用していきたいとは思わない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

60歳以上の従業員活用意向（正社員数別）

61.9

53.7

63.7

68.1

85.7

37.0

46.3

34.9

30.8

-

-

14.3

1.1

1.4

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(619)

＜正社員数別＞

29人以下(162)

30～99人(350)

100～299人(91)

300～499人(7)

活用していきたいと思う 活用していきたいとは思わない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※企業全体の正社員数において、無回答だったもののデータは除く

60歳以上の従業員活用意向(N=619)

不明
1.1%

活用してい
きたいとは
思わない
37.0%

活用してい
きたいと思

う
61.9%
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（2）60歳以上の従業員を活用していきたい方向 

○現在 60歳以上の従業員がおらず、今後「活用していきたい」とする企業 383 社において、60

歳上の従業員を「嘱託社員」として活用していきたい企業が 57.4%で最も多く、以下、「契約

社員」（41.5%）、「正社員」（33.9%）、「パート（アルバイト）」（19.1%）となっている（複数回

答）。 

○主要事業内容別にみると、「情報通信業」では「契約社員」が 52.2%と多い。「卸売・小売業」

や「サービス業」は全体平均とあまり差がなく、他はサンプル数が少ないため参考数値であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業（N=12）

8.3%

8.3%

33.3%

58.3%

8.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

製造業（N=30）

16.7%

10.0%

30.0%

66.7%

10.0%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

情報通信業（N=92）

39.1%

16.3%

52.2%

59.8%

4.3%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業（N=12）

33.3%

25.0%

58.3%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

卸売・小売業（N=85）

31.8%

21.2%

40.0%

57.6%

8.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融・保険業（N=9）

22.2%

66.7%

11.1%

11.1%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

不動産業（N=5）

60.0%

20.0%

20.0%

100.0%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

飲食店・宿泊業（N=6）

83.3%

66.7%

33.3%

16.7%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医療・福祉（N=6）

33.3%

66.7%

33.3%

50.0%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業（N=9）

22.2%

66.7%

22.2%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明

サービス業（N=109）

38.5%

22.0%

45.0%

56.0%

9.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他（N=8）

37.5%

12.5%

12.5%

62.5%

12.5%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

60歳以上の従業員を活用していき
たい方向<複数回答>（N=383)

33.9%

19.1%

41.5%

57.4%

7.6%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

正社員

パート
（アルバイト）

契約社員

嘱託社員

その他

不明
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（3）60歳以上の従業員を活用したいと思わない理由 

○現在 60歳以上の従業員がおらず、今後「活用したいとは思わない」企業 229 社において、活

用したいと思わない理由（複数回答）は、「体力的に厳しい」（53.7%）が最も多く、以下、「最

新技術についていけない」（44.1%）、「高年齢者に見合う役職・賃金が用意できない」（38.0%）

となっている。 

○主要事業内容別にみると、「卸売・小売業」では「体力的に厳しい」（66.0%）、「情報通信業」

では「最新技術についていけない」（75.4%）が多い。「サービス業」でも「最新技術について

いけない」（45.2％）、「体力的に厳しい」（40.3％）等の理由が挙げられている。 

（他はサンプル数が少なく参考数値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業（N=7）

71.4%

42.9%

28.6%

42.9%

14.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体力的に厳しい

最新技術についていけない

仕事への積極性に欠ける

経営層より年上の人は使いにくい

高年齢者に見合う役職・
賃金が用意できない

その他

製造業（N=11）

54.5%

72.7%

9.1%

18.2%

45.5%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

情報通信業（N=61）

45.9%

75.4%

13.1%

23.0%

39.3%

9.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業（N=3）

100.0%

33.3%

66.7%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体力的に厳しい

最新技術についていけない

仕事への積極性に欠ける

経営層より年上の人は使いにくい

高年齢者に見合う役職・
賃金が用意できない

その他

卸売・小売業（N=47）

66.0%

21.3%

6.4%

10.6%

51.1%

25.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融・保険業（N=2）

50.0%

50.0%

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

不動産業（N=9）

44.4%

22.2%

11.1%

22.2%

44.4%

22.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体力的に厳しい

最新技術についていけない

仕事への積極性に欠ける

経営層より年上の人は使いにくい

高年齢者に見合う役職・
賃金が用意できない

その他

飲食店・宿泊業（N=19）

84.2%

10.5%

10.5%

15.8%

21.1%

5.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医療・福祉（N=3）

100.0%

33.3%

100.0%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業（N=3）

33.3%

33.3%

33.3%

33.3%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体力的に厳しい

最新技術についていけない

仕事への積極性に欠ける

経営層より年上の人は使いにくい

高年齢者に見合う役職・
賃金が用意できない

その他

サービス業（N=62）

40.3%

45.2%

4.8%

8.1%

25.8%

14.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他（N=2）

50.0%

50.0%

50.0%

100.0%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

60以上の従業員を活用したいと思わない理由
<複数回答>（N=229）

53.7%

44.1%

8.3%

16.2%

38.0%

14.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

体力的に厳しい

最新技術についていけない

仕事への積極性に欠ける

経営層より年上の人は使いにくい

高年齢者に見合う役職・
賃金が用意できない

その他
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９.概ね 50歳以上の従業員の活用状況 

○概ね 50歳以上の従業員の活用が「うまくいっている」と「ややうまくいっている」の合計（｢う

まくいっている計｣）は、「高年齢者対策全般」では 69.2%である。 

個別の要素でみると、｢うまくいっている計｣は「担当する仕事の確保に関する対策」（72.8%）、

「本人の健康管理対策」（70.5%）、「管理職との人間関係」（66.2%）と続いている。 

  一方、「技術・経験の継承に関する対策」と「人件費の対策」では「あまりうまくいっていな

い」「うまくいっていない」が比較的多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「高年齢者対策全般」について主要事業内容別にみると、｢うまくいっている計｣が比較的多

いのは、「教育・学習支援業」（77.8％）、「運輸業」（76.5％）、「医療・福祉」（73.7％）、「建

設業」（73.4％）であり、比較的少ないのは、「情報通信業」（58.0％）と「飲食店・宿泊業」

（58.9％）である。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高年齢従業員活用状況　１）高年齢者対策全般（主要事業内容別）

35.1

37.8

33.3

29.3

42.9

34.1

29.1

34.9

30.0

39.1

43.4

33.8

42.9

34.1

35.6

37.5

28.7

33.6

34.1

34.9

29.4

28.9

34.6

34.4

34.0

27.6

27.0

24.1

27.1

36.8

18.3

27.6

32.6

33.0

33.3

23.2

18.0

28.3

21.4

1.2

0.6

0.8

1.9

2.2

1.6

0.6

1.4

2.0

1.6

6.1

0.8

2.2

-

-

0.3

-

0.5

-

1.1

0.9

-

0.2

0.4

0.6

0.1

-

2.2

2.0

1.6

2.5

4.4

1.8

3.5

2.3

2.6

2.8

1.1

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4244)

＜主要事業内容別＞

建設業(357)

製造業(759)

情報通信業(321)

運輸業(268)

卸売・小売業(917)

金融・保険業(86)

不動産業(109)

飲食店・宿泊業(90)

医療・福祉(353)

教育・学習支援業(122)

サービス業(764)

その他(98)

うまくいっている ややうまくいっている どちらともいえない あまりうまくいっていない うまくいっていない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

高年齢従業員活用状況（全体N=4244）

35.1

24.1

32.3

34.3

25.7

22.4

29.1

34.1

32.9

38.2

38.5

35.4

32.1

37.1

27.0

36.5

25.5

22.1

29.6

35.8

29.0

3.4

2.4

6.4

6.3

2.3

2.4

2.3

2.2

2.1

2.3

2.2

1.4

1.2

0.3

0.7

0.4

0.2

0.6

0.3

1.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１）高年齢者対策全般

２）本人のモチベーションの維持・向上のための対策

３）本人の健康管理対策

４）担当する仕事の確保に関する対策

５）技術・経験の継承に関する対策

６）人件費の対策

７）管理職との人間関係

うまくいっている ややうまくいっている どちらともいえない
あまりうまくいっていない うまくいっていない 不明
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10.労働相談情報センターの認知度 

○労働相談情報センターを「知っている（利用したことが 

ある）」は 2.2%、「知っている（利用したことはない）」 

は 30.7%となっており、「名前だけは聞いたことがある」 

（27.3％）を加えた認知率は 60.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労働相談情報センターの認知度
(N=4381)

名前だけは
聞いたこと

がある
27.3%

知らない
32.8%

不明
7.0%

知っている
（利用した
ことはな

い）
30.7%

知っている
（利用した
ことがあ

る）
2.2%



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


